居宅支援部会　報告
　開催経過：第１回　平成２０年 ９月 ３日（水）

　　　　　　第２回　平成２０年 ９月16日（火）

第３回　平成２０年10月 ８日（水）

第４回　平成２０年10月21日（水）

　　　　　　第５回　平成２０年11月 ４日（火）

【検討内容】


地域から見えてきた課題：ホームヘルパーが不足しており、必要としている人にサービスが行き渡っていない。

　　　　　　　
検討すべき内容：ヘルパー不足の原因を探り、どう解決に導いていくか。
１　春日井市の障がい者ホームヘルプサービスの現状をみると、居宅介護・移動支援事業については、障がい福祉計画における目標値を下回っているが、移動支援の事業所数は大きく上回っている。

２　障害者生活支援センターの相談業務の中から見えてくる現場の実情は、男性ヘルパーの不足のため、同性介護への対応が不十分であること、また、時間的に長時間の要望や夕方の利用希望に応えていくことが困難な状況が報告されている。
　問題意識：①事業所の数は計画上は充足している中で、利用時間が少ないのは利用の仕方や、事業所の情報が届いていないことに原因があるのではないか。

　　　　　　②本当にホームヘルパーが不足しているのか？ヘルパーはいるが、利用したい時間や内容と合致していないのではないか。

　　　　　　③男性ヘルパーの不足については、収入の低さなどが原因として考えられている。団塊の世代を対象にヘルパー資格の取得などを図るのもよい。
　　　　　　④ヘルパーの不足も大きな問題だが、限られたサービスを有効に使うことも必要ではないか。本当に必要なサービスを、必要な人が必要な量だけ利用しているのか。

　　　　　　⑤ヘルパーの資格を取得しても高齢者分野に従事する人が圧倒的に多い。事業所側は、男性ヘルパーよりも家事・介護の両方に長ける女性ヘルパーの方が使い勝手がよいのかもしれない。
　　　　　　⑥ヘルパーがすぐに辞めてしまったり、問題の対処に苦慮する現状があるとすれば、ヘルパーへの支援も必要ではないか。

　今後の方針：ヘルパー（サービス）の確保の問題、サービスの利用の仕方の問題、在宅の障がい者を地域で支える問題と大きく３つに分けて考える。
　　　　　　①ヘルパー（サービス）の確保の問題⇒事業所側への働きかけ

　　　　　　②サービスの利用の仕方の問題⇒利用者側への働きかけ

　　　　　　③在宅の障がい者を地域で支える問題⇒市民への働きかけ
①②については、事業所へのアンケート調査を行い、事業所の状況及び、事業所を通じて利用者の状況を把握する。
3 障がい者と身近に関わることのできるため、理解や啓発を検討する。
　　　　
　　事業者向けアンケートの実施

　　対象：春日井市居宅介護支援事業者連絡会自立支援部会の加入事業所　
　４７事業所⇒２２事業所から回答（46.8%）
　　方法：春日井市居宅介護支援事業者連絡会のFAX連絡網による
　　アンケート用紙（別紙）参照
　　　　

　アンケートの結果：
質問1－(1)(2)：全ヘルパー数470人中33人の男性ヘルパーがいる（7%）１事業所あたり1.5人の男性ヘルパーがいる。

質問1－(3)：回答のあった22事業所では、302人の障がい者対応ヘルパーが存在している。（１事業所あたり13.7人）

質問1－(4)：障がい者への対応を就職時に希望したヘルパーは13事業所で存在し、その内訳は身体3人、知的６人・精神２人。
質問2－(1)：ヘルパーの派遣依頼があって派遣した件数は、身体111人、知的83人、精神44人。
質問2－(2)：ヘルパーの派遣依頼があって派遣できなかった件数は、身体103人、知的30人、精神19人。

質問2－(3)：できなかった依頼内容とその理由。（回答の一覧表参照）

　　　　　　　　特徴的なものは、
①男性ヘルパーの不足による同性介護の対応の困難
　　　　　　　　②土日、夕方の時間、長時間の派遣対応の困難、③統合失調症、自閉症などへの対応の困難など。

質問3：派遣ニーズの多い時間帯は、９時～12時と15時～18時が突出している。

質問4：今後、新たにヘルパー派遣対応ができる時間帯は、９時～12時、12時～15時が多い。また、15時～18時の時間帯も比較的対応が可能となっている。

質問5：対応に困ったケース（回答の一覧表参照）

　　　　困ったケースのある事業所18箇所、困ったケースのない事業所４箇所。
特徴的なものは、
①利用者の暴言・暴力行為（他害）・パニックへの対応の困難②突然のキャンセルや活動内容の変更③ヘルパーへの依存や権利意識からくるトラブルなど。
質問6：困ったケースの相談先は、市役所９件、障害者生活支援センター７件、他事業所５件、保健所１件、その他（隣人）１件となっており、相談しなかったのは２件あった。
質問７：福祉サービス以外で協力が得られた事案は１件のみでで、「隣人が協力してくれた」
質問８：同性介護についての考え。（回答の一覧表参照）
　　　　回答のあった19事業所のうち、１事業所を除き全てが同性介護の必要性を認識している。
　　　　特に、トイレ介助・入浴介助など身体介助の場合に必要との回答が多い。
　　　
質問９：必要なサービスを適切に受けるための対応策。
　　　　回答のあった14事業所のうち、６事業所が広い意味でのケアマネジメント（利用者アセスメントにもとづくサービスの利用調整）の必要性をあげている。
質問10：ケアマネジメントや相談支援事業所等の相談協力支援の必要性。
　　　　13事業所が必要と回答している。多機関・他職種によるネットワークの必要性や、サービス事業所におけるマネジメント機能の負担の大きさがうかがわれる。
質問11：自立支援法のヘルパー派遣について。（回答の一覧表参照）

　　　　　

【アンケートの結果を踏まえた、部会委員の意見】
　１．利用者に関すること
　　①必要なサービス提供ではなく、本人の欲しいサービスの提供になっている。
　　　　⇒セルフケアマネジメントになっており、アセスメントに基づくプラン作成（利用調整）ができていない問題。
　　②障がい者の一部の人の中に権利意識の強い人がおり、既得権を主張することがある。
　　　　⇒介護保険制度が導入された時に、高齢者はサービス利用に戸惑ったが、現在は定着している。措置からの転換を障がい者も理解してもらうことが問題。
　　③制度の内容が周知されていないのではないか。（制度外の要望の多さ）
　　　
　２．事業所・ヘルパーに関すること
　　①ヘルパーの不足要因として、安心して活動できる環境が未整備な点がある。
⇒ホームヘルパーの特性の一つとして、活動現場における判断がその場で求められることがある。自立支援法におけるヘルパーの活動内容は、介護保険におけるヘルパー活動と若干の違いがあり、ヘルパーも十分に理解できていないことがある。また、様々な障がい特性を知る機会も多くはない現状が問題。また、ヘルパーが活動の中で抱えるストレスや問題意識を解消する場（機会）が無い現状もあるのではないか。

　　②障がい者対応を志すヘルパーが少ないのは、ホームヘルパーの養成講座のカリキュラムの中で、「障害者の理解」についての内容が薄いことがあるのではないか。
　　　　⇒在宅の障がい者と接する機会が無いので、未知の分野として捉えられてしまう部分がある。
　　③同性介護の必要性の多くは、身体介護に伴う尊厳の問題からくるが、利用者側の問題に留まらず、ヘルパー側も同じ問題を抱えている。
　　　　⇒外出の支援を行う行動援護は原則1人対応であるが、男性の利用者に女性のヘルパーが対応した場合に、ヘルパーのトイレの問題が現実としてある。
【資料４】
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